
地区数 ＝ 11

　　 費　用　明　細　書

　　 （令和６年度ほ場整備状況撮影業務）

－1－



 
費用明細書番号

【１号】

撮　影　業　務　費

 
          　　  一 金

      内          訳

名　　　　称 規  格・形  状 数  量 単位 単    価 金      額 摘      要 費用明細書番号

　  　  
直接作業費  1.00 式 【２号】

   
諸 経 費  11.00 地区 見積（千円未満切り捨て） －

小計 　 　

     

消費税相当額 10.00 %

 
計

         福　島　県

    費    用    明    細    書

－2－



 
費用明細書番号

【２号】

直　接　作　業　費

　
          　　  一 金

      内          訳

名　　　　称 規  格・形  状 数  量 単位 単    価 金      額 摘      要 費用明細書番号

　
直接人件費 　 1.00 式 【３号】

　 　 　
機械経費 1.00 式 【４号】

直接経費 1.00 式 【５号】

 

 

 

 
　 千円未満切り捨て

計

          福　島　県

    費    用    明    細    書

－3－



 
費用明細書番号

【３号】

直　接　人　件　費

          　　  一 金

      内          訳

名　　　　称 規  格・形  状 数  量 単位 単    価 金      額 摘      要 費用明細書番号

　
操縦者 人 別紙｢特記仕様書第3条業務内容｣参照 －

補助者 人 別紙｢特記仕様書第3条業務内容｣参照 －

打合せ 2.00 回 －

  

  

  

千円未満切り捨て
計

         福　島　県

    費    用    明    細    書

着手前・納品時（操縦者1人と0.5日
打合せ）

－4－



 
費用明細書番号

【４号】

機　械　経　費 　
　

          　　  一 金 　
　

      内          訳

名　　　　称 規  格・形  状 数  量 単位 単    価 金      額 摘      要 費用明細書番号

　
運航費 　 11.00 地区 見積 －

　

計

         福　島　県

    費    用    明    細    書

－5－



 
費用明細書番号

【５号】

直　接　経　費 　

          　　  一 金

　
      内          訳

名　　　　称 規  格・形  状 数  量 単位 単    価 金      額 摘      要 費用明細書番号

　
旅費交通費 　 1.00 式  【６号】

製本費
その他 飛行許可申請(150m以上) 11.00 地区 見積 －

計

         福　島　県

    費    用    明    細    書

－6－



 
費用明細書番号

【６号】

旅　費　交　通　費  

 
          　　  一 金  

 
      内          訳

名　　　　称 規  格・形  状 数  量 単位 単    価 金      額 摘      要 費用明細書番号

【通勤業務】 往復距離
交通費（税抜） 車賃 1,761.0 km 別紙｢旅費交通費算定資料｣参照 －

 　 旅行雑費
旅行雑費（税抜） 操縦者 日 別紙｢旅費交通費算定資料｣参照 －

　 旅行雑費
〃 補助者 日 別紙｢旅費交通費算定資料｣参照 －

高速料金（税抜） 1.00 式 別紙｢旅費交通費算定資料｣参照 －

　 　

 　

　 　
　

　 　  

計  

         福　島　県

    費    用    明    細    書

－7－



（別紙）旅費交通費算定資料

１　積算基準

　　・「農業農村整備事業・森林土木事業における調査・測量・設計業務の旅費交通費について」（平成27年10月29日付け27農第1841号）の調査業務を準用

　　・積算基点は福島県庁とする。

２　通勤・宿泊区分

　　・1地区当り所要(外業)日数が1日であるため、同一管内であれば1日最大作業量を1地区とする。

３　交通費・日当

　　・交通費は最も多い職種の外業日数（操縦者、補助者同日数）1.0日を計上する。

　　・路程が100km以上は日当（旅行雑費）を計上する。

４　高速道路

５　旅行雑費

別紙

作業 高速料金(税抜込)

日数 基点 現地 ※ETC割引なし 操縦者 補助者

福島県庁 須賀川市（西袋） 56.6

完了 森宿 須賀川市（西袋） 福島県庁 56.6

小計 113.2 1.0 1.0

福島県庁 矢吹町（矢吹） 77.0 福島西IC～矢吹IC

新規 舘沢・大町 矢吹町（矢吹） 福島県庁 77.0 矢吹IC～福島西IC

小計 154.0 1.0 1.0

福島県庁 会津美里町（新鶴） 96.8 福島西IC～新鶴PA

完了 梁田 会津美里町（新鶴） 福島県庁 96.8 新鶴PA～福島西IC

小計 193.6 1.0 1.0

福島県庁 会津若松市（荒舘） 93.9 福島西IC～会津若松IC

新規 本田 会津若松市（荒舘） 福島県庁 93.9 会津若松IC～福島西IC

小計 187.8 1.0 1.0

福島県庁 南相馬市（金房） 69.7

完了 飯崎 南相馬市（金房） 福島県庁 69.7

小計 139.4 1.0 1.0

福島県庁 南相馬市（八沢） 62.3

完了 八沢 南相馬市（八沢） 福島県庁 62.3

小計 124.6 1.0 1.0

福島県庁 南相馬市（馬場） 62.6 － －

完了 馬場西 南相馬市（馬場） 福島県庁 62.6 － －

小計 125.2 1.0 1.0

福島県庁 南相馬市（相馬太田） 64.4 － －

完了 矢川原 南相馬市（相馬太田） 福島県庁 64.4 － －

小計 128.8 1.0 1.0

福島県庁 南相馬市（小高） 69.4 － －

新規 片草 南相馬市（小高） 福島県庁 69.4 － －

小計 138.8 1.0 1.0

福島県庁 楢葉町（南楢葉） 94.3 － －

新規 楢葉 楢葉町（南楢葉） 福島県庁 94.3 － －

小計 188.6 1.0 1.0

福島県庁 いわき市（瀬戸） 133.6 福島西IC～いわき勿来IC

新規 瀬戸 いわき市（瀬戸） 福島県庁 133.6 いわき勿来IC～福島西IC

小計 267.2 1.0 1.0

　 1761.2   

計 11.0 11 地区 　 （丸め） 1,761.0 （税込み） 11.0 11.0

　 　 （税抜き）

　　・「農業農村整備事業・森林土木事業における調査・測量・設計業務の旅費交通費について」(平成27年10月29日付け27農第1841号）において、

      片道60km以上については高速道路使用料金を積算の対象とする。※高速道路使用による費用対効果が低い場合を除く。

　　・編成については、操縦者１名、補助者１名を標準とするが、この限りではない

管内 区分 地区名
路　　　程

距離数(km) インターチェンジ
旅行雑費（日）

県中 1

県南 1

会津 1

会津 1

相双 1

相双 1

相双 1

いわき 1

相双 1

相双 1

相双 1



令和６年度ほ場整備状況撮影業務

福島県須賀川市　外

　　令和６年６月１日以降
・　本工事（業務）の工事価格の積算に使用した積算基準書等は以下のとおりです。
・　本副本に添付されている施工単価表の歩掛構成については、積算基準により確認してください。
　　（積算システムで歩掛構成の全てが表記されない場合があります）
・　なお、公表図書の閲覧場所等の詳細については農林技術課、土木部技術管理課のホームページを参照してください。
・　また、閲覧可能な図書については農村基盤整備課での閲覧が可能です

諸経費 歩掛 単価 参考

公表図書

○ 公表図書

市販図書

市販図書

市販図書

市販図書

市販図書

市販図書

公表図書

公表図書

公表図書

公表図書

非売品、閲覧可

市販図書

○

○ 閲覧可

　治山林道必携　調査・測量・設計編

　農業集落排水施設標準積算指針

　土木工事標準積算基準

福島県土木部　発行

　土木関係委託設計基準

　土木関係委託設計単価表

全国簡易水道協議会　発行

一般社団法人　農業農村整備情報総合センター　発行

　農林水産省　土地改良工事積算基準（調査・測量・設計）

　水道事業実務必携

　農林水産省　土地改良工事積算基準（機械経費）

　農林水産省　土地改良工事積算基準（施設機械）

地 区 （ 路 線 ） 名

　農林水産省　土地改良工事積算基準（土木工事）

単 価 期 適 用 年 月 日

基　準　名

福島県農林水産部　発行

　施工単価表（福島県独自条件表）

業 務 名

　農林土木事業原単価表/農業集落排水事業設計単価表（汚水処理施設）

一般社団法人　日本治山治水協会・日本林道協会　発行

　治山林道必携　積算・施工編

一般社団法人　地域資源循環技術センター　発行

　土木事業単価表

見積書

　換地業務の経費算定について(平成4年8月21日4-7最終改正平成27年3月31日付け26農振第2262号）


